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2016 年４月の熊本地震では，日本人被災者だけでなく多くの外国人も被災しました。「コムスタ

カ－外国人と共に生きる会」は，地震発生翌日の４月15 日からホームページ上で災害関連情報の

多言語による提供，外国人被災者向けの避難所となった熊本市国際交流会館での４月16 日から４

月30 日までの炊き出し，被災外国人，とりわけ生活困窮者やシングルマザー，ＤＶ被害者，警察署

に拘留中の被疑者などの社会的弱者に対する被災相談や生活自立相談など緊急救援活動を行いまし

た。また，５月以降は，在住外国人をも対象とした９カ国語の多言語情報の提供，シングルマザー

や生活困窮者への緊急融資，シングルマザー被災者調査など被災外国人に対するコムスタカの中長

期の取り組みを行っています。これらコムスタカの熊本地震での外国人被災者の救援・支援活動の

体験から，緊急対応として外国人避難者への情報センターと自治体や市民外交の拠点となった熊本

市国際交流会館での外国人向け避難所設置の意義とその課題，想定外の事態が起き行政があてにで

きないときの，被災者自らの臨機応変の対応の必要性と重要さ，熊本地震において情報弱者として

位置づけられている外国人に対する災害時の多文化共生の在り方について考えたことを報告します。

１　熊本地震と外国人被災者

⑴　熊本地震の被災体験

２０１６ 年４月１４ 日午後９時２６ 分（Ｍ ６．５）と４月１６ 日午前１時２５ 分（Ｍ ７．３）の二度にわたって，

最大震度７の激しい揺れが熊本地方を襲いました。地震は熊本地方だけでなく，阿蘇地方，宇城・

八代地方の県南西地域，別府－日田－由布地方の大分県内と震源が複数あり，活断層が連動して動

きました。

私は，４月１４ 日は，自宅で被災し，外に避難して一夜を過ごしましたが，４月１５ 日の夜は，そ

れ以上の地震が来ることはないと考え，自宅に戻り寝ていました。４月１６ 日の午前１時２６ 分の

地震の揺れはすさまじく，部屋のなかのあらゆるものが落ち，家具が倒れてきて，一時は床が抜け

るかと思うほどでした。大きな揺れと共にすぐに部屋の隅に身を寄せたのでけがはしませんでした
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が，揺れと同時に停電して真っ暗となり，揺れが収まったときに懐中電灯を探してつれあいと共に，

上着一枚を羽織り外に避難しました。午前３時過ぎに電気がついたので部屋に戻り，必要な荷物を

取りに行きました。明け方まで車の中で過ごし，夜明けとともに部屋に戻りましたが，家財道具は

ひっくりかえる惨状でした。私の住む地区（熊本市中央区）は停電しておらず電気はきていましたが，

水道は断水し，ガスも止まっています。夜明けまで，駐車場の車の中で過ごし，明るくなったころ

に部屋に戻り片づけをしました（前日の片づけが全く無駄になりました）。

周りの人々は近くの小学校や中学校へ避難して，車の中やグラウンドで一夜を過ごしました。何

しろ断続的に強い揺れが続いており，終わりが見えません。仕事場の事務所もひどい惨状ですが，

最低限の片づけをしてきました。また少し寝ました。熊本市内は，市電やバスも止まり，学校も１８

日（月曜日）まで休校となっていました。コンビニは，朝から水や食料となるものはすぐに売り切れ，

スーパーやコンビニやデパートも休業しているところが多く，開店していても食料や水はない状態

でした。また，ガソリンスタンドは，ガソリンを求める車が列をなして道路の車線を長々とふさい

でいました。午後４時頃，事務所のある水前寺付近から熊本市内の中心部にある熊本市国際交流会

館へ行き，また，県庁等の周りを車で見てきました。マスコミは南阿蘇や熊本城や被害が目立つと

ころしか取材して報道していませんでしたが，市内の建物の多くが外壁のタイルがはがれたり，ガ

ラスが割れたり，ビルや道路に亀裂が入ったり，墓石やブロック塀が倒れたり，道路が盛り上がっ

たり，液状化したり，いたるところに深夜の地震の傷跡がありました。ＪＲの新幹線も不通，空港

も欠航，在来線も一部しか動かず，高速も一部のみ運行，一般道路も橋が落ち，道路が崩れて不通

区間があり，陸の孤島化していました。その晩は，小中学校へ避難して夜を過ごす人が多くどこも

満杯でした。

データ１　熊本地震発生以降の地震回数と熊本県内の被災状況

気象庁によると，２０１６ 年４月１４ 日から２０１７ 年４月１４ 日現在，熊本地震発生以降の地震回数

は，４２９７ 回（内訳：震度７が２回，震度６が５回，震度５が１７ 回，震度４が１１７ 回，震度３が４１０ 回，震

度２が１１６８ 回，震度１が２５７８ 回）に達しています。熊本県の集約による２０１７ 年４月１４ 日現在の

熊本地震の被災状況：死亡５０ 人（益城町２０ 人，南阿蘇村１６ 人，西原村５人，熊本市４人，嘉島町３人，

御船町１人，八代市１人），震災関連死１６７ 人（熊本市６３ 人，阿蘇市１７ 人，益城町１７ 人，南阿蘇村１１
人，宇城市８人，御船町８人，宇土市７人，合志市６人，菊陽町６人，大津町４人，高森町３人，甲佐町３

人，菊池市３人，八代市３人，西原村３人，嘉島町２人，氷川町１人，美里町１人，山都町１人），大雨によ

る二次災害死５人（熊本市２名，宇土市２名，上天草市１名），負傷者２６８２ 人，建物・住宅１９ 万 ３１０

棟，仮設住宅４３０３ 戸（１６ 市町村整備完了），みなし仮設入居申請１万５４３４ 戸（２５ 市町村），提供予

定１万４６００ 戸，水道断水約４５０ 世帯。※審査中の震災関連死申請者数１９５ 人。

⑵　熊本地震による被災の特色と在住外国人

熊本地震は，以下のような特色がありました。⑴４月１４ 日夜と１６ 日深夜の二度の震度７の大き

な揺れを頂点に，地震の揺れが長期的に継続していたこと，ライフライン（水道・ガス）の回復が遅
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れ，膨大な数の避難者が生まれ，緊急避難が数日程度の短期間ではなく，２週間から１カ月以上の

中長期になったこと及び，物理的な被害だけでなく，建物の中に入るのが怖いといった心理的な被

害の影響も非常に大きいこと。⑵被災地が，熊本市，合志市，菊陽町や大津町など菊池郡，益城町

や御船町など上益城郡，西原村や南阿蘇村など阿蘇地域，宇城市，宇土市，八代市など県南地域と

断層帯沿いに熊本県内だけでも１００ キロ以上に及ぶ広範囲であり，被災地が，政令市である熊本市

から中小都市，農村や山村まで多様な地域にわたり，被災状況が多様であること。

熊本地震被災者のなかには，災害弱者としての外国人被災者も含まれています。観光客等の訪日

外国人だけでなく，熊本県内には，２０１５ 年 １２ 月末現在，３カ月を超える中長期在留外国人登録者

数が１万人を超えています。おそらく，少なくともその５割以上（５０００ 人以上）が，熊本地震の被災

者になったと思われます。

データ２　熊本県内在住外国人（法務省入国管理局の在留外国人統計による）

２０１５ 年 １２ 月末現在，１万７６７ 人で，性別では，男性３９４０ 人（３７％），女性６８２７ 人（６３％）と，

約３分の２近くを女性が占めています。上位１０ の国籍・地域別の在住外国人は，①中国４１９５ 人，

②ベトナム１６１０ 人，③フィリピン１６０７ 人，④韓国・朝鮮９９８ 人，⑤アメリカ合衆国３１９ 人，⑥

台湾２３９ 人，⑦インドネシア２２７ 人，⑧ネパール２２１ 人，⑨タイ２１０ 人，⑩カンボジア１１４ 人

でした。上位１０ の在留資格別では，①技能実習３４５８ 人，②永住者２８６９ 人，③留学１１３５ 人，④

日本人配偶者等７６２ 人，⑤特別永住者５２６ 人，⑥家族滞在５２３ 人，⑦技術・人文知識・国際業務

３８８ 人，⑧定住者２９１ 人，⑨技能１８７ 人，⑩教育１４２ 人でした。

２　コムスタカの外国人被災者救援・支援活動

「コムスタカ－外国人と共に生きる会」は，１９８５ 年９月に熊本市中心部にある手取カトリック教

会を連絡先に「滞日アジア女性の問題を考える会」として発足，１９９３ 年４月から「コムスタカ－

外国人と共に生きる会」に改称し，２０１３ 年３月から連絡先を，熊本市内にある須藤眞一郎行政書士

事務所に変更して現在に至っています。無料の外国人人権相談，移住（労働）者問題などの講演会や

映画会等の啓発活動，行政等に対する外国籍住民への施策の提言，外国人の訴訟（民事事件や刑事事

件など）の支援活動等を行っています（コムスタカは，フィリピン語で，「お元気ですか」という意味です）。

⑴　蓄積ゼロからの外国人被災者救援活動

私自身も，またコムスタカも，これまで大きな地震の被災者に自らがなることを全く想定してい

ませんでした。そして，防災対策や，被災後に具体的にどのように行動するかという検討もしたこ

とがなく，むろんマニュアルもありませんでした。その意味では，蓄積ゼロからのスタートでした。

しかし，４月１４ 日夜の熊本地震発生の翌日４月１５ 日からコムスタカとして外国人被災者救援活

動に取り組むことができました。なぜそれが可能となったかは，自らが被災者となったとき，地震

の揺れへの恐怖，自ら生命身体の安全や生活や仕事を失うことへの不安とともに，これまでコムス
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タカに相談に来ていた外国人の人たちがどのような状態になっているか，ライフラインが止まり交

通アクセスがなくなる状況下で日本人以上の不安と困難を抱えていると想像することができたから

です。そして何ができるかと考えたとき，偶然でしたが，４月１５ 日朝，熊本市国際交流会館が避

難所になっていることをホームページで知り，旧知の八木浩光事務局長に電話して「熊本市国際交

流会館を外国人専用の避難所とすること，国際交流会館のいくつかの電話のうち一つを英語と中国

語に対応できる多言語対応の外国人専用電話とすること，電子メールやＳＮＳを通じて流すこと」へ

の了解を取り，情報を流しました。

私自身，４月１５ 日の夜，再び前夜の揺れを上回る猛烈な揺れが来るとは夢にも思わず，昼間自

宅と事務所の片づけをしてから，自宅で寝ていたため，二度も被災してしまいました。４月１６ 日

には外国人だけでなく日本人を含む多くの被災者が熊本市国際交流会館にも避難していました。コ

ムスタカのメンバーも皆被災し，市外や県外に避難した人，被災して動けない人が大半で，救援活

動に動けるのは，私を含めて数人しかいませんでした。とりあえず，１６ 日に，国際交流会館へ米な

どの食料品を差し入れに行きました。また，国際交流会館は行政の指定避難所でないため，食料が

来ないことがわかり，避難者で館外の公開敷地で炊き出しが行われるようになりました。炊き出し

のための食材の差し入れや炊き出しへの寄付の要請や，被災地の状況などコムスタカの関係者や各

メーリングリスト等を通じて電子メールで１６ 日から，以下のような発信をし始めました。

熊本地震　外国人被災者に心を寄せていただける皆さんへ（その１）

２０１６ 年４月１６ 日　　中島　眞一郎（コムスタカ－外国人と共に生きる会）

４月１４ 日及び４月１６ 日の熊本地震で被災された皆さんへお見舞い申し上げます。４月１５ 日熊

本市国際交流会館が，外国人への緊急避難所として開設されている旨お知らせしました。

４月１６ 日午後８時現在日本人の被災者を含めて在住外国人ら被災者約６０ 名が避難されています。

この施設は行政の正式な避難所としての指定がないため，一時避難所や宿泊先としての提供はあり

ますが，食料などの備蓄や配給がありません。施設の職員の方や民間の方の協力で炊き出しが行わ

れていますが，材料がたらず十分賄うことができません。熊本市内在住の方で米や野菜，肉などの

材料など現物の寄付が可能な方は，熊本市中央区花畑町４-１８，熊本市国際交流会館へ直接もって来

てください。それから，今後避難がより長期化するかもしれません，被災者支援や炊き出しなどの

ための費用の寄付をお願いします。新たな専用口座を作る時間がないので，寄付金の送付先を，コ

ムスタカ－外国人と共に生きる会の会員や寄付の送付先口座を利用することにしますが，ご送金い

ただける方には通信欄に（地震）被災者支援のためなど明記してください。

� 郵便振替口座番号　01970-4-26534 郵便振替口座名　コムスタカ

これ以降，私の発信した被災地からの通信が，被災者に何か支援したいと思われていた全国の移

住労働者問題や外国人問題に関心のある方々に，次々と転送されて，寄付金の送金や支援物資の提

供の申し出が相次ぎました。
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⑵　コムスタカの被災外国人への緊急救援活動

コムスタカは，熊本地震が発生した４月１４ 日の翌日から，在住外国人被災者支援のため熊本市

中央区にある熊本市国際交流会館が，外国人への緊急避難所として開設されていることと，多言語

対応できる外国人専用の相談電話番号を，これまで関係してきた外国人らに電子メールやＳＮＳなど

でお知らせしました。また，コムスタカのホームページにおいても，翻訳ボランティアの方々の協

力を得て日本語ばかりの地震情報を英語，中国語，韓国語，インドネシア語，ベトナム語の多言語

情報にして発信を始めました。

熊本市など行政からの食料供給とは別に，外国人の避難所となった熊本市国際交流会館の玄関前

の公開敷地で，４月１６ 日から１７ 日までは，避難者の自主的な炊き出しとコムスタカなどボラン

ティア団体による支援物資の差し入れが行われ，４月１８ 日以降から４月３０ 日まではコムスタカの

責任で炊き出しを行い，避難者に温かい食事を提供しました。地震後１週間は，１００ 食程度提供し

ました。２週目から閉鎖される４月３０ 日までは，４０ ～ ７０ 食を提供しました。

熊本市中央区花畑町にある熊本市国際交流会館では，地震発生当初は，３０ ～ ４０ 名の在住外国人，

４０ 名ほどの日本人家族ら合計７０ ～ ８０ 名が避難生活をしていました。国籍は，バングラデシュ，中

国，韓国，マレーシア，スリランカ，タンザニア，フィリピン，フランスなどであり，在留資格も

留学，永住者，技能実習，家族滞在など様々でした。

地震発生当初は，空港・高速道路，ＪＲなど交通インフラがすべて止まり，熊本地方は一時陸の

孤島化し，また，電気・水道・ガス等ライフラインが止まるなかで不安な避難生活を過ごしまし

た。地震後１週間以上経過すると，全部ではありませんが交通インフラが回復し，ライフラインの

復旧が進んで来て，避難所から自宅に戻る人や熊本県外や国外へ移住する人なども増えていきまし

た。そして，地震後２週目となる４月２２ 日以降は在住外国人１５ ～ ２０ 名，日本人２０ 名弱の３０ 数

名が避難生活をしていました。熊本市国際交流会館の避難所は，当初４月１７ 日までの予定でしたが，

４月２０ 日，４月２４ 日，さらに４月３０ 日と延長され，４月３０ 日に閉鎖されました。そして，コム

スタカの責任による炊き出しも同日で終了しました。

また，避難している外国人家族の避難所退所後の転居先確保の相談や諸手続きへの同行支援，在

住外国人の中でも社会的弱者であるＤＶ被害者，生活困窮者，シングルマザー，刑事施設に拘留さ

れている外国人などコムスタカへ相談が寄せられていた外国人の安否確認や被災状況把握，今後の

生活や就労問題等の相談に取り組みました。

⑶　コムスタカの外国人被災者への中長期の支援活動の取り組み

「コムスタカ－外国人と共に生きる会」では，全国各地の皆さんから送金いただいた寄付金をもと

に，同年４月中の炊き出しなど緊急避難救援活動を行い，５月以降は，緊急支援活動とともに外国

人被災者への中長期的な取り組みも視野に入れた支援活動への切り替えも含めて，以下のような取

り組みを行っています。

①コムスタカホームページ上（http://kumustaka.weebly.com/）での地震関連情報の多言語情報の

継続的提供（やさしい日本語，英語，中国語，韓国語，ベトナム語，フィリピン語，タイ語，インドネシア語，
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ネパール語の９カ国語），②在住外国人の帰宅困難者や生活困窮者，シングルマザー等約３０ 名を対象

とした緊急融資，③在住外国人（主にＤＶ被害者やシングルマザーら）への生活自立相談，④在住外国

人支援の取り組みや今後の被災者の課題を考えるイベント企画：７月３日「熊本地震外国人被災者

救援活動の報告と課題を考えるシンポジウム」（くまもと県民交流会館パレア会議室約８０ 名参加），１０ 月

２３ 日「ＤＶをなくすために，ＤＶ加害者対策を考えるシンポジウム」（くまもと県民交流会館パレア会議

室約５０ 名参加），⑤在住外国人シングルマザー被災者を対象とした実態調査（２０１６ 年７月から１２ 月の

半年間に約３０ 名の外国籍シングルマザーを対象に被災体験等のインタビュー調査），⑥熊本地震からの復旧・

復興計画への他のＮＰＯ・ＮＧＯや行政との連携活動。

２０１６ 年５月以降の中長期の外国人被災者支援活動では，外国人被災者，そのなかでも，とくに

ＤＶ被害者，生活困窮者やシングルマザー，刑事被告人の個別相談に，多く時間を割いて活動して

きました。そして，普段抱える問題にプラスして被災するという困難を抱えながら，相談者の多く

が，この１年の間にも確実に問題解決へ向けて歩んでいっています。避難所暮らしや屋外での避難

生活を体験した外国人被災者のなかからは，「長年悩んでいた，学校などでいじめにあい，引きこも

りの子どもが，避難所での集団生活をへて，家の外に出て，アルバイトなど働けるようになった」

という声が寄せられました。ＤＶ被害者らからも，「避難生活中に，裁判所の調停，協議により加害

者の配偶者と合意して離婚が成立でき，納得できる解決になった」「自動車免許を取り，就労先を見

つけ，生活保護から自立できるようになった」「転居先で子どもの保育園への入園や新規の就労がき

まった」などの声が寄せられ，刑事被告人の被災者も，判決が言い渡され，釈放されて更生へ向け

て歩んでいます。

３　外国人向け避難所設置の意義と課題

⑴　奇跡の結晶のような外国人避難所の誕生

熊本市国際交流会館は，昼食などでこれら備蓄食を利用する方もいましたが，直接提供を受けた

食材の支援物資と炊き出しの活動により４月１６ 日から３０ 日まで夕食と朝食は温かい食事を提供し

続ける数少ない避難所として運営されました。今から考えると，いくつかの偶然とこれまでの信頼

関係が働き，「官」の統制が及ばない状況下で，熊本市から指定管理団体として運営を委託されてい

る熊本市国際交流振興事業団という「やわらかい官」と，コムスタカなど市民団体などの「民」が

連携して，外国人を主な対象とする被災者に寄りそう自主的な運営を行うことができた「奇跡の結

晶」のような，「（日本で最初の）外国人専用避難所」が生まれました。

⑵　災害被災地の情報センターと自治体や市民外交の拠点としての役割

熊本市内の在留外国人数は，２０１６ 年３月末で約４５００ 名なので，約２週間の避難所開設期間中に，

熊本市国際交流会館で受け入れることのできた外国人被災者数は８０ 人程度，延べ約３６０ 名程度で

あり，被災外国人の１～２％程度を救援できたにすぎません。しかし，熊本地震の被災状況が連日

全国のマスコミで報道されるなかで，「災害弱者」の一つとして位置づけられている外国人被災者の
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状況を伝えるセンターとして，マスコミの取材が殺到しました。国内のマスコミだけではなく，海

外メディアからの取材も多く，国際的にも「熊本地震，外国人被災者避難所」として熊本市国際交

流会館は大きく紹介されました。また，「自国民保護」を求める各国の大使館や領事館からの問い合

わせや訪問先としても国際交流会館は情報センターとなり，災害被災地の自治体外交や市民外交の

拠点としての重要な役割を果たしていきました。そして，４月２９ 日には，アメリカのキャロライ

ン・ケネディ大使が熊本市を訪れた際，熊本城とともに熊本市国際交流会館を訪れ，外国人被災者

や支援者を激励しました。

海外の国々の大使館や領事館関係者や海外メディアは，熊本市国際交流会館を訪れ，熊本地震の

被災地である熊本市で，外国人向け避難所が設置され，外国人被災者が比較的安全な施設で保護さ

れ，そこで外国人が多言語サービスと温かい食事が日本人支援者らによって提供されている姿を見

聞し，それを本国に報告し，その国の人々に報道しました。そのことは，熊本市，熊本県，ひいて

は日本国の信用と信頼を高めるうえで大きな役割を果たしました。

データ３（一般社団法人熊本市国際交流振興事業団の統計による）

熊本地震での４月１７ 日から５月３日までの熊本市国際交流会館避難者数は，１７ カ国に及び

ピークは４月１７ 日の１４７ 名（日本人１０９ 名・外国人３８ 名，外国人のピークは４月１８ 日の４０ 名），延べ

避難者数７８４ 名（日本人４２８ 名・外国人３５６ 名）でした。

⑶　熊本地震外国人被災者救援の緊急避難救援段階での課題

大きな意義のあった熊本市国際交流会館の外国人向け避難所や外国人被災者の救援活動でしたが，

改めて振り返ってみると以下のような「応急対応（避難所運営）の課題」があります。４月１４ 日の

地震発生後，避難所や給水所などについての災害情報が日本語でしか発信されず，多言語情報が提

供されるようになったのは熊本市国際交流会館ホームページで４月２３ 日以降であり，ＦＭなどのラ

ジオ放送も日本語でしか放送されず，多言語の防災情報が，最も必要な地震発生直後から一週間以

上ありませんでした。また，提供された言語も，英語，中国語，韓国語だけであり，熊本県内の国

籍別在住外国人の多いベトナム語やフィリピン語，インドネシア語，タイ語，ネパール語など多言

語情報は，発信されませんでした。そして，熊本地震では外国からの観光客や訪問者向けの災害対

応も，ほとんどできていませんでした。災害直後からの多言語情報の提供においては，英語，中国

語，韓国語という主に観光客向けだけでなく，住民として暮らしている外国人の言語（フィリピン語，

ベトナム語，インドネシア語，タイ語，ネパール語など）での災害関連情報発信が課題となりました。

行政の想定を超える膨大な避難者の発生に指定避難所が追いつかず，後追いでなし崩し的にあら

ゆる公共施設などが避難所に指定されていきました。それも当初２～３日間緊急避難所として設け

て閉鎖するという非現実的な想定をしており，地震の揺れが続いていたことやライフライン（水道や

都市ガス）の復旧が遅れる状況下で，次々と逐次延長を強いられていきました。熊本市国際交流会館

も４月１６ 日から２４ 時間対応避難所となりましたが，４月１８ 日まで，２１ 日まで，２４ 日まで，そし

て４月３０ 日まで，と逐次延長されていきました。そのため外国人の新規避難者が入居を断わられ
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たと誤解して入居を断念したケースや，また入居者からも次の行く先がどうなるのかという不安が

次々生じました。このように避難所の期限や避難者の次の行く先への対応についてどう調整するか

ということが課題となりました。

熊本市国際交流会館では当初，指定避難所でなかったため食料が来ないため，４月１６ 日に避難

者による自主的な炊き出しが始まりました。２日後に行政からの指定を受けた避難所となり，食料

が来ることになりましたが，それは，水，カップ麺，パン，アルファー米等の備蓄食を近くの集積

所からとってくることができることを意味しました。行政は，施設内での火事や食中毒の発生をお

それ，自らの責任では炊き出しは行えません。そのため，コムスタカら民間団体の責任で，敷地外

で炊き出しを行い，４月１６ 日から閉鎖される３０ 日までの約２週間，温かい食事を提供できた数少

ない避難所となりました。しかし，他の避難所では１週間以上，冷たい備蓄食の配給しかなかった

ところや，指定避難所となり行政の担当者が常駐することで，それまで行われていた炊き出しがで

きなくなったところや，差し入れが受け入れられないところなどがありました。このように行政の

指定避難所と自主的な炊き出しや差し入れを行う民間団体等との関係の調整が大きな課題となりま

した。

熊本市国際交流会館は，熊本市の施設であり，熊本市外から熊本市国際交流会館に避難してきた

外国人被災者の受入れや相談には取り組めますが，熊本市外の避難所等にいる他の市町村在住の外

国人被災者のところに出ていって活動することはできませんでした。熊本地震では，熊本県内４５

市町村の半分以上が被災しましたが，熊本市以外の市町村や熊本県による行政としての外国人被災

者救援や支援活動の取り組みの姿が見えず，他の市町村および熊本県の行政としての外国人被災者

への支援活動が課題となりました。

４　災害時の多文化共生の具体化へ向けて

２０１６ 年４月の熊本地震から１年余りが経過しました。ピーク時に熊本県内に８８３ カ所あった公的

指定避難所も，熊本市で９月１５ 日に，震源となった益城町でも１０ 月 ３１ 日に，最後の避難所が残っ

ていた西原村でも１１ 月 １７ 日に閉鎖されました。そして，避難者は，自宅や仮設住宅，みなし仮設

などで暮らしていくことになりました。その意味では，行政レベルでは，緊急避難から復旧・復興

段階へ移行していくことになります。そこから取り残される人が生じることや自宅や仮設住宅へ戻

る人が生じることで，問題が家庭内に移っています。

応急段階の外国人被災者救援・支援活動について，熊本市国際交流会館は２４ 時間避難所となり，

外国人被災者向け避難所として，災害時の多文化共生を体現する大きな役割を果たしました。しか

し，行政レベルとして，災害時の多文化共生について振り返ると，外国人は災害弱者の一つとして

位置づけられていますが，外国人被災者としての存在は意識されておらず，熊本地震という現実に

直面したとき，災害時の多文化共生という理念の具体化はほとんどなかったといえます。その意味

では熊本地震をへて，災害時の多文化共生が，一歩一歩でも具体的に実現されていくことが課題で

す。
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熊本地震が突然起きたように，災害は全国のどこでも起きうるものであり，また，熊本地震が

そうであったように，事前の想定を超えた規模で被害が発生し，行政はあてにならない事態が起こ

りえます。起きる前にあらかじめ防災教育，防災訓練を行い防災意識を高め，防災マニュアルや災

害対応マニュアルを現実的なものに整備していくことが必要ですが，私自身がそうであったように，

直面しないと本気で考え，自らのものとして身につけることは，なかなか困難です。また，災害は

多様であり，過去の災害のパターンと同じ内容で起きるとは限らず，過去の経験に基づくマニュア

ルが役立つとは限りません。その意味では災害に直面した直後の被災状況に応じた臨機応変な判断

と取り組みが重要であり，そのために被災地の被災者の中から支援や救援運動を呼び掛け調整する

人が必要です。

データ４　仮説住宅等の入居者数（２０１７ 年３月３１ 日現在の熊本県の集計による）

応急仮設住宅入居者１万９８５ 人，みなし仮設住宅３万３８３２ 人，公営住宅（熊本県外も含む）な

ど入居者２８５０ 人計４万７７２５ 人，熊本県人口（１７７．４万人）の２．３％。３７ 人に一人が仮住まいと

なっています。
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Not� only� Japanese� but� also�many� foreign� nationals� have� suffered� from�Kumamoto�

Earthquake�of�April,�2016.��We,�Kumustaka—Association�for�Living�Together�with�Migrants,�

launched�emergency�relief�activities�on�April� 15th,�which�was� the�next�day�of� the�main�

earthquake�occurrence.��We�have�provided�multilingual�information�on�our�web�site,�and�we�

also�off�ered�soup�kitchen�at�the�Kumamoto�City�International�Center,�which�became�a�shelter�

for�non-Japanese�residents.

Under�these�unexpected�circumstances,�it�was�almost�impossible�to�rely�on�governmental�

help.��We�have�realized�the�signifi�cance�of�establishing�an�evacuation�for�foreign�residents�and�

issues�around�it.� �Also�the�prompt�and�fl�exible�correspondence�among�evacuees�themselves�

was�important.

I�report�my�thoughts�about�the�way�of�multicultural�symbiosis�for�foreign�residents�at�the�

time�of�disaster�from�these�experiences.

Thoughts on Multicultural Symbiosis 
at the Time of a Disaster:
Based on Experiences of Our Relief Activities for Foreign 
Residents Affected by the Kumamoto Earthquake

NAKASHIMA Shinichiro
Kumustaka: Association for Living Together with Migrants


